
参考資料 

◎子ども・子育て支援保険料の試算について 

 

  ・国からの子ども･子育て支援納付金は、令和８年度から令和 10 年度にかけて  

段階的に引き上げられます。【表１】が国から示された参考値をもとに試算  

した支援納付金の概算額と賦課対象者及びその人数に基づき算出した納付金  

の平均月額となります。  

【表１】    ※各数値は現時点で国から示された資料を基に試算したものです。  

年  度  支援納付金概算額  賦課対象者  平均月額  

令和 ８年度 72,118,002 円 9,514 人  632 円 

令和 ９年度 93,609,167 円 9,307 人  838 円 

令和 10年度 119,538,906 円 9,078 人  1,097 円 

合計又は平均  285,266,075 円 27,899 人  852 円 

※子ども・子育て支援金の賦課対象者については、本制度が少子化対策に係る  

ものであるため「18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日以前迄の被保険者」 

（高校生年代まで）は 10 割の軽減措置を実施いたします。  

【表２】※組合員 (1,000 円 )･家族 (500 円 )の月額は、令和８~10 年度の３年間は一律 

３年間の支援納付金概算額  令和 8~10 年度賦課総額  支援納付金との差額  

285,266,075 円 276,690,000 円 ▲8,576,075 円 

●令和 8~10 年度賦課総額は、組合員・家族其々の月額で賦課した場合納付される 

３年間の支援保険料の総額です。 

●支援納付金との差額は【表１】の令和 8~10 年度の各納付金概算額の合計値から 

令和 8~10 年度賦課総額を差し引いた金額です。  

・令和８年度から賦課する支援保険料の月額については、国に納める支援納付金  

と同様に３年間に亘って段階的に引き上げるのではなく令和８年度以降一律の  

額としました。また【表１】の３年間の平均月額８５２円を考慮し、家族のい  

る世帯への負担軽減及び【表２】の３年間の支援納付金概算額と試算した月額  

保険料で賦課した場合の令和８~10 年度の賦課総額との差額を勘案して、被保 

険者１人に付き組合員 1,000 円、家族 500 円という保険料を試算しました。 

  ・子ども･子育て支援金は定められた算定方法によって、毎年度 国から請求され 

保険者ごとに支援金額も違います。健保組合や市町村国保と当組合では保険料 

の賦課方法(給料×○○％や支援保険料を令和 10 年度まで段階的に引上げる等) 

が異なることもあり、他の保険者と支援金保険料に違いが生じますことにご理 

解いただきますよう宜しくお願い申し上げます。 

④支援納付金の納付 ③支援保険料の納付

※国保組合は、子ども・子育て支援金の代行徴収的な位置づけになります。

子ども・子育て支援金 の仕組み

①支援納付金の請求 ②支援保険料の告知・賦課
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